
と教育）の充実、小学校との連携、保護者に対する支援、計画・評価、職

員の資質向上などの内容の見直しがなされたところである。

保育指針の告示化と同時に、国においては、保育指針に基づく現場での

実践を支援するための行動計画（国の施策及び地方公共団体の取組が望ま

しい施策に関する総合的な行動計画）として 「保育所における質の向上、

」（ 「 」 。）のためのアクションプログラム 以下 アクションプログラム という

を策定した。また、平成20年２月27日に国が取りまとめた「新待機児童ゼ

ロ作戦」においても 「保育所における質の向上のためのアクションプロ、

グラムを策定し、質の向上のための保育所の取組を支援する」と明記して

いるところである。

アクションプログラムの具体的内容として①保育実践の改善・向上、②

子どもの健康及び安全の確保、③保育士等の資質・専門性の向上、④保育

を支える基盤の強化の４つの柱とそのねらいを設定し、具体的に取り組む

べき内容について示している。また、国が取り組むことと、各地方公共団

体が取り組むことが望ましいことを示している。

国としては、このアクションプログラムに基づき、平成20年度中に、

① 保育所における自己評価ガイドライン

② 保育所における感染症予防対策ガイドライン

を策定し、各都道府県等あて通知する予定である。また、地域における保

育実践の更なる改善・向上に資するため 「保幼小連携事例集」及び「保、

育指針を映像に！ （２枚組ＤＶＤ）を作成し、送付することを予定して」

いる。

アクションプログラムの実施期間は、平成20年度から平成24年度までの

５年間としており、既にアクションプログラムを策定している都道府県及

び市町村においては計画に沿って進められるよう、未策定の自治体におい

ては、関係者で協議して策定するようお願いしたい。

また、保育指針が児童福祉施設最低基準（昭和23年厚生省令第63号）第

３５条に基づく告示となることに伴い、保育指針の遵守状態に関する指導

監査を行うこととなる。保育内容等の監査に当たっては、保育指針を踏ま

えた保育所の取組の過程等を尊重するとともに、行政側からの保育内容等

へのアプローチや現場との対話・協議が欠かせないことに留意されたい。

各地域の実状や課題などを踏まえ、保育の質の向上に資する取組が、保

育現場と行政との協働により計画的に行われるとともに、新たな保育所保

育指針の趣旨・内容の普及を図ることに特段の配慮を願いたい。
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